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表紙

● 連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」

「連結注記表」

● 計算書類

「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交

付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書

面）への記載を省略しております。

第75期定時株主総会資料

（電子提供措置事項のうち交付書面省略事項）

第75期
（2024年７月１日から2025年６月30日まで）

株式会社 高 見 澤
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連結株主資本等変動計算書

( 2024年７月１日から
2025年６月30日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,264 0 11,930 △128 13,066

連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △83 △83

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

670 670

自己株式の取得 △55 △55

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

連結会計年度変動額合計 － － 587 △55 531

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,264 0 12,517 △183 13,598

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主
持 分

純 資 産
合 計

その他有
価証券評
価差額金

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 358 321 291 △21 948 200 14,215

連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △83

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

670

自己株式の取得 △55

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

51 △10 △135 87 △6 8 1

連結会計年度変動額合計 51 △10 △135 87 △6 8 533

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 409 310 156 66 941 208 14,748

連結株主資本等変動計算書

－ 1 －
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連結注記表

連　結　注　記　表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数 10社
・連結子会社の名称 昭和電機産業株式会社

　直江津臨港生コン株式会社
　オギワラ精機株式会社
　株式会社アグリトライ
　信州電機産業株式会社
　株式会社ナガトク
　株式会社セイブ
　株式会社スマイルハウス
　岐阜電材株式会社
　溜博高見澤混凝土有限公司

(2) 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社の状況

・関連会社の数 １社
・関連会社の名称 山東建澤混凝土有限公司

② 持分法を適用していない関連会社の状況
・関連会社の名称 テレビ北信ケーブルビジョン株式会社
・持分法を適用しない理由

テレビ北信ケーブルビジョン株式会社は、当期純損益（持分に見合う
額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から
除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重
要性がないため、持分法の適用から除外しております。

③ 持分法適用会社である山東建澤混凝土有限公司の決算日は12月31日であ
りますが、３月31日を仮決算日とした決算を行い持分法を適用しており
ます。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引に関しては連結決算
上必要な調整を行っております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、昭和電機産業株式会社及び信州電機産業株式会社並び

に岐阜電材株式会社の決算日は６月20日であります。連結計算書類の作成に
当たっては、同日現在の計算書類を使用しております。在外連結子会社であ
る溜博高見澤混凝土有限公司の決算日は12月31日であり、連結計算書類の作
成に当たって３月31日を仮決算日とした決算を行っております。なお、連結
決算日との間に生じた重要な取引に関しては連結決算上必要な調整を行って
おります。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致して
おります。
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連結注記表

・市場価格のな
い株式等以外
のもの

時価法（評価差額は部分純資産
直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）を採
用しております。

・市場価格のな
い株式等

移動平均法による原価法を採用
しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. その他有価証券

ロ. 棚卸資産
主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産（リース資産を除く）
当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連結子会社は定額法を

採用しております。ただし、当社及び国内連結子会社の1998年４月１日
以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　10年～50年
機械装置及び運搬具　６年～17年

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
ハ. リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内連結子会社にお
いて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

なお、在外連結子会社は、個別に債権の回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しております。

－ 3 －
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連結注記表

ハ. 役員退職慰労引当金
当社及び連結子会社７社（昭和電機産業株式会社、信州電機産業株式

会社、オギワラ精機株式会社、株式会社アグリトライ、株式会社ナガト
ク、株式会社セイブ及び株式会社スマイルハウス）は役員の退職慰労金
の支出に備えるため、内規による当連結会計年度末要支給額を計上して
おります。

ニ. 環境対策引当金
環境対策処理に関する支出に備えるため、当連結会計年度末におい

て、合理的に見積もることができる額を計上しております。
④ 重要な収益及び費用の計上基準

イ. 商品及び製品の販売
建設関連事業においては、生コンクリート、セメント、特殊混和剤、

土木資材及び鉄鋼製品等の建設資材の販売、また生コンクリート、コン
クリート二次製品の製造販売を行っております。電設資材事業において
は、主に電気工事業者及び工場関連向けに、電設資材、産業機器、空調
システム等の販売を行っております。カーライフ関連事業においては、
石油製品、新車・中古車の自動車の販売を行っております。その他事業
においては、青果物、ギフト、信州特産品の販売、また、なめ茸、きの
こ用培地、宅配水、チーズ加工製品の製造販売を行っております。これ
らの商品及び製品の販売については、顧客に商品及び製品を引き渡した
時点を履行義務の充足時点と判断しているものの、国内の販売に該当
し、出荷時から顧客への引渡しが完了するまでの期間が通常の期間であ
ると考えられるものについては、商品及び製品の出荷時点で収益を認識
しております。

主に建設関連事業において、顧客への商品の提供における当社の役割
が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価から商品等
の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

また、電設資材事業においては、顧客との販売契約に基づいて商品を
引き渡す履行義務を負っております。収益は顧客との契約において約束
された対価から返品、値引き及び割り戻し等を控除した金額で測定して
おります。

ロ. 工事契約
建設関連事業においては、土木建築の請負、建築工事を行っておりま

す。電設資材事業においては、電気機械設備工事を行っております。住
宅・生活関連事業においては、主に建売住宅等の施工管理を行っており
ます。長期の請負工事契約については、履行義務が充足される一定期間
にわたり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定
は、各報告期間の期末日までに発生した原価が、予想される原価の合計
に占める割合に基づいて行っております。また、履行義務の充足に係る
進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収する
ことが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

－ 4 －
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連結注記表

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及
び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は
期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替
換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

⑥ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ. 退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における退職給付債務の見込額に基づいて計上しております。な
お、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。未認識数理
計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその
他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

また、国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計
算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法
を用いた簡便法を適用しています。

ロ. のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積もり、

当該期間にわたり均等償却しております。

２. 会計方針の変更に関する注記

法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　

2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年

度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正につ

いては、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い

及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)

ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針

の適用が連結計算書類に与える影響はありません。
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また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税

務上繰り延べる場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正

については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しており

ます。なお、当該会計方針の適用が当連結会計年度の連結計算書類に与える

影響はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上し

た項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可
能性があるものは、次のとおりです。

(1) 固定資産の減損処理
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産　　　14,659百万円
無形固定資産　　　　 383百万円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、事業所・営業所等毎に概ね独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位にてグルーピングを行っております。
減損の兆候判定については、個別にグルーピングをした資産又は資産グ

ループの営業損益が継続してマイナスとなった場合及び、継続してマイナ
スとなる見込みとなる場合や固定資産の時価が著しく下落した場合等に減
損の兆候があるものとしています。

固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該
資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額
が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として計上しています。その際の回収可能価額は正味売
却価額又は使用価値により算定しております。

減損の兆候、認識の判定及び測定に当たっては慎重に検討しています
が、事業計画や市場環境の変化により、その見積額の前提とした条件や仮
定に変更が生じた場合、追加の減損処理が必要となる可能性があります。
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当連結会計年度

売上債権 1,049百万円

貸倒引当金 934百万円

(2) 繰延税金資産
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　1,072百万円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、将来の利益計画に基づいた課税所得が十分に確保でき
ることや回収可能性があると判断した将来減算一時差異について繰延税金
資産を計上しております。

繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りに依存するた
め、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、繰延税金資
産が減額され税金費用が計上される可能性があります。

(3）連結子会社溜博高見澤混凝土有限公司が計上している売上債権に係る貸倒
引当金

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
溜博高見澤混凝土有限公司に係る売上債権及び貸倒引当金

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．貸倒引当金に係る算出方法の概要

債権の貸倒れによる損失に備えるため、売上債権について個別に回収
実績を基に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．会計上の見積りに用いた主要な仮定
当社の連結子会社である溜博高見澤混凝土有限公司の取引先に対する

債権の回収不能見込額の見積りの基礎となる主要な仮定は、以下のとお
りです。

中国国内の経済環境は2023年に入りゼロコロナ政策は解除となったも
のの、回復速度は鈍く、さらに中国不動産建設業界の低迷により、得意
先であるデベロッパー等の物件について竣工まで至らず、工事が進捗し
ていない物件が増加し、債権回収が著しく遅延し、回収期間の長期化が
見込まれております。

このような環境の中、債権を得意先又は得意先であるデベロッパー等
への物件毎に区分した個々の債権について、主に延滞期間や中国におけ
る不動産建設業界の不況が顕著になった2023年１月以降の回収実績等の
要因を考慮して回収可能性を検討し、貸倒引当金を見積っております。

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
中国の不動産建設産業界においては、債権は平均回収期間が長いた

め、見積りの不確実性が高く、外部環境等による信用リスク及び債務者
の支払能力の変化により、債権の貸倒見積高の算定に重要な影響を与え
る可能性があります。
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連結注記表

現金及び預金 333百万円
建物及び構築物 1,770百万円
土地 4,399百万円

計 6,503百万円

支払手形及び買掛金 34百万円
短期借入金 3,412百万円
長期借入金 4,528百万円

計 7,975百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 14,366百万円

住宅ローン利用顧客 228百万円
計 228百万円

(4) 受取手形割引高 0百万円
受取手形裏書譲渡高 69百万円
電子記録債権割引高 29百万円
電子記録債権譲渡高 95百万円

再評価を行った年月日 2000年６月30日
再評価を行った土地の期末における時
価と再評価後の帳簿価額との差額

△1,838百万円

４．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(3) 保証債務

(5) 事業用土地の再評価の方法
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づ

き、事業用の土地の再評価を行っております。
再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公

布政令第119号）第２条第４号によるところの地価税計算のために公表され
た価額に合理的な調整を行う方法としております。

再評価差額のうち税効果相当額を負債の部の固定負債に「再評価に係る繰
延税金負債」として、その他の金額を純資産の部に「土地再評価差額金」と
して計上しております。

－ 8 －



2025/08/28 18:44:07 / 25269206_株式会社高見澤_招集通知

連結注記表

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,758,400株 －株 －株 1,758,400株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 88,663株 17,713株 －株 106,376株

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2024年９月24日
定時株主総会

普通株式 83百万円 50円 2024年６月30日 2024年９月25日

決議予定 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2025年９月25日
定時株主総会

普通株式 82百万円 50円 2025年６月30日 2025年９月26日

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の増加の内訳は、取締役会決議による自己株式の取得による増加

17,600株、単元未満株式の買取りによる増加113株であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連
結会計年度になるもの
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連結注記表

６. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、製造販売等に係る業務を遂行するために必要な設備投

資のための資金及び短期的な運転資金を主に銀行借入により調達してお
り、必要な権限については、職務権限規定にて制定されております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である受取手形、売掛金、電子記録債権は、得意先の信用リス

クに晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業
の株式でありますが、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６か月以内の短
期債務でありますが、決済時の流動性リスクについても留意が必要であり
ます。

借入金は、設備投資のための資金と短期的な運転資金の調達を目的とし
たもので、長期借入金は、返済期間を５～30年に設定の上、調達しており
ます。金利は主に市場金利をベースとした変動金利であり、金利の変動リ
スクに晒されております。

③ 金融商品に対するリスク管理体制
イ. 信用リスクについて

当社では、本社内に与信管理委員会を設け、販売システムより出力さ
れる各種帳票に基づき、各得意先からの回収状況を継続的にモニタリン
グする体制となっており、各得意先に対する与信限度の設定に係る権限
を有しております。また、回収が長期化する事態が発生した場合には、
各部門責任者へ伝達しており、相互に牽制し、リスクの軽減を図ってお
ります。

ロ. 市場リスクについて
長期借入金の金利リスクについても経理部が所管し、金利動向をフォ

ローするとともに、金利上昇リスク軽減のための金利スワップの実行に
ついて検討しております。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなる
リスク）について
経理部では、各部門からの報告に基づき、月次で資金繰計画を作成

し、管理する体制としており、手許流動性の維持などにより、流動性リ
スクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか市場価格がない場合

には、合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定にお
いては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表
計上額(百万円)

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

投資有価証券（*2） 1,118 1,118 －

資産計 1,118 1,118 －

長期借入金（１年内返済予定の長期
借入金を含む）

7,179 7,170 △8

負債計 7,179 7,170 △8

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 24百万円

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2025年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は含まれてお

りません。

（*1）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「支
払手形及び買掛金」、「短期借入金」については、現金であること及び短
期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記
載を省略しています。「リース債務」については、重要性が乏しいため記
載を省略しております。

（*2）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。
当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要

性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な

市場において形成される当該時価の算定の対象となる資
産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル
１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用
いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算
定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に
は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定におけ
る優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

－ 11 －



2025/08/28 18:44:07 / 25269206_株式会社高見澤_招集通知

連結注記表

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証
券

株式 1,089 － － 1,089

公債 － 28 － 28

資産計 1,089 28 － 1,118

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 7,170 － 7,170

負債計 － 7,170 － 7,170

① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：百万円）

② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式及び公債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は
活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類し
ております。一方で、当社が保有している公債は、市場での取引頻度が
低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価を
レベル２の時価に分類しています。
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リ
スクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベ
ル２の時価に分類しております。

７. 賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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報告セグメント
その他

(注）１
合計

建設関連 電設資材
カーライフ関

連
計

売上高

一時点で移転され
る財又はサービス

7,893 37,774 17,974 63,643 6,684 70,327

一定の期間にわた
り移転される財又
はサービス

1,114 545 － 1,660 1,327 2,988

顧客との契約から生じ
る収益

9,007 38,320 17,974 65,303 8,012 73,315

その他の収益
(注）２

－ － － － 252 252

外部顧客への売
上高

9,007 38,320 17,974 65,303 8,264 73,567

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 13,065百万円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 11,141

契約資産（期首残高） 1,507

契約資産（期末残高） 1,159

契約負債（期首残高） 368

契約負債（期末残高） 592

８. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、フード

関連事業、エステート関連事業等を含んでおります。

２.「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく収益等であります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等(4)会計
方針に関する事項④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

(3) 当連結会計年度末及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための
情報

① 契約資産及び契約負債の残高等
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(1) １株当たり純資産額 8,801円57銭

(2) １株当たり当期純利益 402円36銭

契約資産は、主に工事請負契約等について、履行義務を充足するにつれ
て一定の期間にわたり収益を認識する方法に基づいて認識した収益に係る
未請求の対価に対する当社及び連結子会社の権利に関するものです。契約
資産は、対価に対する当社及び連結子会社の権利が無条件になった時点で
顧客との契約から生じた債権に振替えられます。当該工事契約に関する対
価は、工事の完成・引渡時に請求し、契約書に基づいた支払期日に受領し
ています。

契約負債は、主に工事請負契約等に基づき顧客から受け取った手付金等
の前受金に関するものです。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されま
す。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、当初の予想される契約期間が１年を超える重

要な取引を認識していないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に
関する情報は開示しておりません。また、顧客との契約から生じる対価の
中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

９. １株当たり情報に関する注記
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株主資本等変動計算書

( 2024年７月１日から
2025年６月30日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計その他資

本剰余金
資本剰余
金 合 計

利 益
準備金

その他利
益剰余金 利益剰余

金 合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,264 0 0 68 6,332 6,400 △128 7,537

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 8 △91 △83 △83

当 期 純 利 益 181 181 181

自己株式の取得 △55 △55

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － 8 89 97 △55 42

当 期 末 残 高 1,264 0 0 77 6,421 6,498 △183 7,579

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 229 321 551 8,088

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △83

当 期 純 利 益 181

自己株式の取得 △55

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

74 △10 63 63

当 期 変 動 額 合 計 74 △10 63 105

当 期 末 残 高 304 310 614 8,194

株主資本等変動計算書
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個別注記表

・市場価格のな
い株式等以外
のもの

時価法（評価差額は部分純資産
直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）を採
用しております。

・市場価格のな
い株式等

移動平均法による原価法を採用
しております。

個　別　注　記　表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、原材料

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
仕掛品

主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
貯蔵品

最終仕入原価法又は月別総平均法を採用しております。
(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　15年～50年
機械及び装置　８年～17年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェアについて

は､社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リ
ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

④ 長期前払費用
定額法を採用しております。
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(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上

しております。

③ 独禁法関連引当金

独占禁止法に関連した課徴金等の支出に備えるため、将来発生しうる損

失の見積額を計上しております。

④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計

上しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（10年）による定額法により、発生の翌期から費用

処理することとしております。

⑤ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による当事業年度末要支給

額を計上しております。

⑥ 環境対策引当金

環境対策処理に関する支出に備えるため、当事業年度末において、合理

的に見積もることができる額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

① 商品及び製品の販売

建設関連事業においては、生コンクリート、セメント、特殊混和剤、土

木資材及び鉄鋼製品等の建設資材の販売、また生コンクリート、コンクリ

ート二次製品の製造販売を行っております。カーライフ関連事業において

は、石油製品、新車・中古車の自動車の販売を行っております。その他事

業においては、青果物、ギフト、信州特産品の販売、また、なめ茸、きの

こ用培地、宅配水、チーズ加工製品の製造販売を行っております。これら

の商品及び製品の販売については、顧客に商品及び製品を引き渡した時点

を履行義務の充足時点と判断しているものの、国内の販売に該当し、出荷

時から顧客への引渡しが完了するまでの期間が通常の期間であると考えら

れるものについては、商品及び製品の出荷時点で収益を認識しておりま

す。
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主に建設関連事業において、顧客への商品の提供における当社の役割が

代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価から商品等の仕

入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

② 工事契約

建設関連事業においては、土木建築の請負、建築工事を行っておりま

す。長期の請負工事契約については、履行義務が充足される一定期間にわ

たり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各

報告期間の期末日までに発生した原価が、予想される原価の合計に占める

割合に基づいて行っております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合

理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込ま

れる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算

書類における会計処理の方法と異なっております。

２. 会計方針の変更に関する注記

法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　

2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の

期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、これによ

る計算書類への影響はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目で

あって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるもの

は、次のとおりです。

(1) 固定資産の減損処理

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産　　9,525百万円

無形固定資産　　　261百万円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記」に記載

したとおりです。
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（貸借対照表） 当事業年度

関係会社未収入金（注） 164百万円

関係会社株式 2,652百万円

関係会社出資金 －百万円

（損益計算書）

貸倒引当金繰入額 △7百万円

関係会社出資金評価損 164百万円

(2) 繰延税金資産

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　672百万円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記」に記載

したとおりです。

(3）関係会社投融資の評価

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

（注）貸借対照表上、「未収入金」に計上しております。

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

関係会社株式及び関係会社出資金については、実質価額が投資額に対し

て著しく低下している場合には、回復可能性があると判断された場合を除

き、実質価額まで評価損を計上しております。また、関係会社に対する債

権について、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を貸倒引当金と

して計上しております。

当事業年度において、当社関連会社である山東建澤混凝土有限公司につ

いて、合弁期限到来に伴い、中国不動産建設業界の不透明な展望を踏ま

え、中国市場からの撤退を検討し、当該関連会社に対する関係会社出資金

評価損を見積り、必要額を計上しております。

③　翌事業年度の計算書類に与える影響

将来の関係会社を取り巻く様々な環境の変化により業績が著しく悪化し

た場合には、翌事業年度の計算書類において、関係会社株式評価損及び貸

倒引当金繰入額を計上する可能性があります。
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現金及び預金 323百万円

建物 565百万円

土地 2,969百万円

計 3,857百万円

買掛金 34百万円

短期借入金 600百万円

１年内返済予定の長期借入金 1,642百万円

長期借入金 3,150百万円

計 5,428百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 11,412百万円

オギワラ精機株式会社 銀行借入金 86百万円

割引手形等 29百万円

計 116百万円

(4) 電子記録債権裏書譲渡高 21百万円

① 短期金銭債権 263百万円

② 短期金銭債務 5百万円

③ 長期金銭債務 1百万円

４. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(3) 保証債務

(5) 関係会社に対する金銭債権、債務
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再評価を行った年月日 2000年６月30日

再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額
△1,838百万円

(1) 関係会社との取引高 売上高 475百万円

仕入高 12百万円

営業取引以外の取引高 296百万円

(6) 事業用土地の再評価の方法

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づ

き、事業用の土地の再評価を行っております。

再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日

公布政令第119号）第２条第４号によるところの地価税計算のために公表

された価額に合理的な調整を行う方法としております。

再評価差額のうち税効果相当額を負債の部の固定負債に「再評価に係る

繰延税金負債」として、その他の金額を純資産の部に「土地再評価差額

金」として計上しております。

５. 損益計算書に関する注記
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場所 用途 種類 減損損失

長野県上田市 カーライフ関連事業

給油所

建物、機械及び装置
2百万円

長野県松本市 カーライフ関連事業

燃料、潤滑油等販売
建物、構築物、機械及

び装置、車両運搬具、

工具、器具及び備品、

土地、ソフトウェア

21百万円

長野県中野市 その他事業

食品製造販売

建物、構築物、機械及

び装置、車両運搬具、

工具、器具及び備品、

ソフトウェア

226百万円

新潟県新潟市

他

その他事業

飲料水製造販売

建物、構築物、機械及

び装置、車両運搬具、

工具、器具及び備品、

リース資産、その他無

形固定資産

29百万円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当 事 業 年 度 増 加 株 式 数 当 事 業 年 度 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末 の 株 式 数

普 通 株 式 88,663株 17,713株 －株 106,376株

(2) 減損損失
当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当社は、事業所・営業所等毎に概ね独立したキャッシュ・フローを生み

出す最小単位にてグルーピングを行っております。

収益性が著しく低下した資産グループについては投資額の回収が見込め

なくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額278百万

円を減損損失（建物105百万円、構築物36百万円、機械及び装置107百万

円、車両運搬具7百万円、工具、器具及び備品10百万円、土地2百万円、リ

ース資産3百万円、ソフトウェア6百万円、その他無形固定資産0百万円）と

して特別損失に計上しております。

なお、各資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、正味売却価額は重要性を勘案して固定資産税評価額等に基づき算定し

ております。

６. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の増加の内訳は、取締役会決議による自己株式の取得による増加

17,600株、単元未満株式の買取りによる増加113株であります。
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繰延税金資産

貸倒引当金 144百万円

棚卸資産評価損 0百万円

投資有価証券評価損 0百万円

関係会社出資金評価損 138百万円

退職給付引当金 314百万円

役員退職慰労引当金 47百万円

環境対策引当金 29百万円

賞与引当金 118百万円

減価償却超過額 37百万円

減損損失 273百万円

災害による損失 9百万円

土地再評価に係る繰延税金資産 163百万円

その他 56百万円

繰延税金資産小計 1,335百万円

評価性引当額 △553百万円

繰延税金資産合計 782百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △106百万円

土地再評価に係る繰延税金負債 △383百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △3百万円

繰延税金負債合計 △493百万円

繰延税金資産の純額 289百万円

(1) １株当たり純資産額 4,960円02銭

(2) １株当たり当期純利益 108円70銭

７. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８. 収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重

要な会計方針に係る事項に関する注記(4)収益及び費用の計上基準」に記載の

とおりです。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 連結配当規制適用会社に関する注記

当社は、連結配当規制適用会社であります。
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